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日本病院機能評価機構の報告によれば�病院での転
倒転落 (以下転倒) の６割を高齢患者が占める｡ 要介

護の高齢者の医療ニーズの高まりとともに�高齢者の 転倒は今後さらに増加するものと推測され�転倒予防
はリスクマネジメント上の優先課題となっている｡ 高

齢者の転倒による骨折等の受傷は寝たきりにつながり�
自律機能や健康寿命の低下をもたらす｡ また�外傷が
なくても�その後の転倒に対する不安や依存心�生活
全般の活動性の低下から廃用症候群を招き�より転倒
しやすい状況になる｡ そのため�臨床では�病床周囲
の整理整頓や低床ベッドなどの用具の整備�筋力増強
運動の実施�アセスメントシートによる転倒リスクの
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報告された医療事故の中で転倒転落事故の割合は増加傾向にある｡ 薬剤関連事故の割合が

減少傾向にあるのと対照的である｡ 業務システムの整備で軽減可能な薬剤関連事故に対して,

転倒転落事故は患者側や環境要因の影響が複雑に絡み合うため, コントロールがより困難で,

事故防止の取り組みが効を上げにくいという事情がある｡ そこで, 転倒転落に関する看護研
究の文献検討を通して, その動向と今後の課題について検討した｡
主な転倒要因として, ｢転倒歴｣ ｢精神・認知障害｣ ｢関節可動性・歩行障害｣ ｢排泄状態と

排尿パターンの変化｣ ｢向精神薬・利尿剤・降圧剤等の薬剤の使用｣ ｢病床周囲の環境｣ 等が
明らかにされていた｡ また, 十分な知見が得られていないが, ｢ケア要員｣ など看護体制と発
生率との関連が示唆されていた｡ しかし, 各要因の重みづけや要因間の関連についての知見
は十分に明らかにされてはいなかった｡ そのため, アセスメントツールの導入は盛んだが, 効
果的な活用に至らない現状にあると推察された｡
よって, 転倒転落事故の防止と軽減を図るためには, アセスメント項目の精選と重みづけ,

活用基準の明確化など, エビデンスのあるアセスメントツールとガイドラインの開発に繋が
る臨床データの構築が必要である｡������
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把握と分析など�転倒を防止するための取組みの他�
転倒を早期に発見するための離床センサーの活用や�
転倒による障害を最小にするための衝撃吸収マットの

導入など�様々な取り組みが実施されている｡ しかし�
ケア要員の相対的な不足と相まって�“一瞬の隙を突
く”転倒が繰り返し発生しているのが実情である｡

医療事故防止の取り組みが進むにつれ�報告される
薬剤関連事故の発生割合が減少傾向にあるのとは対照

的に�転倒事故の割合は増加傾向にある｡ 業務システ
ムの整備や医療従事者への教育で軽減可能な薬剤関連

事故に対して�転倒は患者側や環境要因の影響が複雑
に絡み合うため�コントロールがより困難であると考
えられる｡ そのため�さらなる原因の解明や新たな介
入方法の検討が必要といえる｡

そこで今回�転倒予防に関してこれまで明らかになっ
たことを調べるために文献レビューを行い�看護分野
における今後の課題について検討した｡

｢転倒転落｣ とは�｢患者がより高い位置から床へと
落ち�身体の足底以外の部分が床につくこと｣ と定義
する｡ ｢転倒｣ は“倒れる”�｢転落｣ は“落ちる”こ
とが前提となるが�国際的には“����”で統一されて
いることから�本稿でも ｢転倒｣ と ｢転落｣ は区別せ

ずに扱う｡

｢超高齢者社会における転倒予防のための看護研究

(Ⅰ) (Ⅱ)｣ に引用された主要な文献13) 18) 22) 31) 51) 52) から�
転倒要因と重要度�転倒リスクアセスメントツールの
アセスメント項目と重みづけ�転倒予防介入の有効性
に関する知見を抽出し�内容を検討した｡
１. 転倒の要因 (表１)

転倒要因は�内的要因 (転倒者側の因子) として�
転倒歴�疾患�薬剤�歩行・バランス障害�認知・判断
力低下�排泄障害などがあり�外的要因 (外部環境な

どの因子) として�環境�看護体制�履物などが抽出
された｡

転倒歴は�２度目以降の転倒に強く関連してお
り４) 24) 30)�転倒歴があると心理的影響が大きく�転倒に
対する不安や恐怖感を常に抱き�日常生活の活動量を

減少させ�筋力の低下を招いて再転倒の危険性が高く
なると報告している｡ 薬剤の使用については�向精神
薬・鎮静剤・睡眠薬の服用�複数の薬剤や投与量の増
加�副作用が関係している｡ ����ら23) は�徘徊の程度
と向精神薬の投与量との関連では�軽度の徘徊者に多
くの向精神薬を投与すると転倒のリスクが高まること

を明らかにした｡ 高齢者の抑うつ患者においては�抗
うつ剤の使用初期に転倒しやすく�向精神薬の導入時
には看護師の観察が必要であると報告されている19)｡

歩行・バランス障害では�筋力低下や膝・腰の痛み�
足部の障害 (重度の外反母趾や足趾変形�潰瘍�爪変
形など) が影響していた｡ 足部の障害がある高齢者は

足趾把持筋力が低下し27) 35) 36)�それが立位や歩行時の
姿勢の安定性に関与することが明らかになっている11)｡

筋力低下については�ビタミン�欠乏による筋委縮が
関与しているとの報告もある５)｡

長期療養病棟では歩行障害�認知症�失禁などの心
身の障害が複雑に絡んでいたり�排泄障害については�
頻尿や緩下剤による排便コントロールなどの排泄状態

の変化�排泄時の移動や夜間の薄暗い環境などの要因
が重なって転倒を引き起こしていた｡

環境では�入院から10日以内�最初に入院した病棟
など�環境の変化に伴う転倒のほか�障害物や濡れた
床の状態などの危険な環境も転倒の要因である19) 37) 47)｡

また�最近はスタッフや看護師の配置人数割合が転倒
に関与しており�患者へのケア時間が長い方が転倒リ
スクが少ない６) という報告がある一方�看護要員配置
や看護必要度と転倒リスクは関連がないとの報告もあ

る59)｡

２. 転倒リスクアセスメントツール (表２)

転倒リスクアセスメントツールは�転倒を予測する
包括的なアセスメントツールであり�看護師が患者の
入院時に転倒ハイリスク者を識別するための看護アセ

スメントツールと�医師や理学療法士がバランスや歩
行機能などを評価するための機能アセスメントツール

に分けられる｡

病院・施設におけるアセスメントツールは�急性期
病棟やリハビリテーション病棟�高齢者施設など場所
を限定したものがあり�特定の集団での転倒要因をよ
り効果的にアセスメントできるようになっている｡ ま

た�看護アセスメントツールのなかでは�｢転倒歴｣�
｢精神症状�認知機能｣�｢関節可動性・歩行障害｣ の項
目が転倒要因として多くあげられていた｡ これらにつ

いてはどの集団においても転倒リスクが高いとしてア

セスメントされている｡
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転倒予防に関する研究の動向と看護分野における今後の課題 ��
表１ 転倒の要因

発表者
(発表年)

目的／研究デザイン／施設・対象／期間 転倒要因 備考���ら
(2002)

・うつ病治療の時間経過および治療内
容と転倒の関係
・うつ病の入院高齢者 (69歳以上) 105名

①うつ病治療開始6週間以
内�②記憶障害�③起立性
低血圧�④抗うつ剤の増量�������ら

(1986)
・個人の特性と転倒との関連および項
目数と転倒との関係
・入院患者79名

①可動域スコア�②やる気
スコア�③精神状態スコア�
④視力�⑤聴力�⑥血圧�⑦
背部の診察�⑧薬物療法�
⑨日常生活スコアが低い

25名が再転倒した｡ ９つの指
標項目の項目数が多くなれば
再転倒リスクが高くなる����ら

(2005)
・��� ����� ��� ����� ����� ������������を用いて転倒リスクを評価
・急性期病院�内科�外科病棟 ①転倒歴 (入院時)�②歩行介

助�③精神的な混乱 (見当識
障害)�④排便コントロール

劉 ら
(2006)

・入院患者の転倒の実態を調査
・患者13198名

①入院から10日以内�②睡眠
薬の服用は夜間帯の転倒�③
排泄行為に伴う移動�④年齢 転倒者364名�転倒回数586件｡

転倒場所はベッド周辺が多い｡������ら
(2004)

・看護側のシステムと転倒との関連
・1751病院
・���������������������������を用
いて調査

①患者一日当たりのケア時
間が短い�②正看護師が少
ない�③より小さな病院�������ら

(2002)
・看護体制と有害事象 (感染・転倒転
落・誤薬等) や各病棟との関連
・患者95名 (５病棟)

看護体制 ���では看護体制と転倒に関
連があった｡

太田ら
(2006)

・看護職員人員体制による影響因子と
アウトカム指標の検討
・94施設の看護部長を対象にアンケート調査

看護要員配置と有害事象には相
関はみられず�患者特性と有害
事象との間に相関が認められた

吉井ら
(2003)

・転倒アセスメントスコアシートの有
効性の検証および看護度と転倒率の
関係
・28日間の全入院患者

・スコアシートによる危険度が
高いほど転倒率が高かった
・看護度と転倒件数に関連は
みられなかった

田村
(2007)

・インシデント・アクシデントレポー
トの分析
・転倒・転落事例111件

①女性�②年齢�③上下肢
障害�④痴呆�⑤歩行障害 女性�70歳以上が多い｡ 障害別

では上下肢障害�痴呆�歩行障害
が多い｡ 時間帯では�早朝４～
５時の排尿に関した転倒が多い｡������ら

(1980)
・病棟と転倒との関連
・老人病院３病棟 (入院病棟�リハビリ
テーション病棟�長期療養型病棟)
・前向き調査�１年間 最初に入院した病棟 転倒数は�入院した多病棟＞リハ

病棟＞長期療養型病棟であった｡
長期療養型病棟は�寝たきりが
多かった｡�����ら

(2002)
・ビタミン�と高齢者の身体機能・精神
機能との関係
・転倒経験した高齢者60名�健康高齢者
20名 (転倒高齢者は25����������������������で３群に分ける) ①精神機能低下�②筋力低

下�③ビタミン�欠乏 ビタミン�欠乏は神経筋を弱め�
筋委縮をもたらし転倒による
骨折を招く｡

緋田ら
(2007)

・従来行っていた転倒リスクの再評価�
より効率的な転倒リスク項目の抽出
・急性期入院患者3017名
・過去１年間の評価

①転倒歴�②運動機能障害�
③排泄介助�④頻尿�⑤排
泄障害�⑥睡眠剤服用 転倒リスクの項目数と転倒発生

率には正の相関関係が認められ
た｡ ５項目以上のリスクを有す
る対象では約20％で転倒が出現｡������ら

(2001)
・看護体制と有害事象の発生の関連を調査
・257病院 (内科�外科�混合病棟) お
よび38急性期病院

患者一人当たりのケアの総時
間が長いことは�転倒の発生を
抑制している｡�������ら

(1989)
・転倒要因の解明
・施設入居高齢者 (転倒群79名�非転倒
群70名)�在宅高齢者 (転倒群34名�
非転倒群34名)
・ナースプラクティショナーによるフィ
ジカルアセスメント

①身体機能障害�②腰痛
(�����������)�③バラン
ス障害�④薬物療法
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発表者
(発表年) 目的／研究デザイン／施設・対象／期間 転倒要因 備考�����ら
(1998)

・ナーシングホームでの転倒要因の解明
・ナーシングホーム272施設の高齢者
18�855名
・アセスメント後前向き調査�１年間 ①転倒歴�②徘徊�③杖歩

行�④日常生活機能の低下�
⑤87歳以上�⑥歩行障害�
⑦単独での移動�⑧単独で
の車いす使用�⑨男性 転倒歴の要因が最も大きい

(３倍)�������ら
(1991)

・歩行不安定な高齢者の再転倒要因
・２つの長期療養施設の高齢者 (転倒
群70名�非転倒群56名)
・既往歴������������������������������������������������������������ 疾患 (①脳血管疾患�②パー

キンソン病�③視覚障害�④
薬剤による低血圧�⑤関節炎)�
⑥女性�⑦機能障害�⑧複数
の薬剤�⑨１回転に多くの歩
数を要する�⑩椅子から立ち
上がる時に支えが必要�⑪抗
うつ剤の服用�⑫認知症 初回転倒の原因は73％が疾患

であった｡��������ら
(1995)

・長期療養型施設高齢者の再転倒要因
・長期療養施設の高齢者145名 (70歳以上)
・２年間の追跡調査

再転倒のリスク要因は�①
歩行速度遅滞�②生活状態
の変化�③下肢筋力の低下�
④目の疾患

歩行可能な利用者のうち�男性
女性の半数以上が半年間で少
なくとも２回以上の転倒経験
があった｡�����ら

(1991)
・長期療養型施設高齢者の転倒と受傷の要因
・長期療養施設の高齢者 (転倒群184名�
非転倒群184名)
・１年間のケースコントロールスタディ

①歩行できる�②90歳以上�
③転倒歴�④血管拡張剤の
服用�⑤認知症の診断�⑥
利尿剤の使用

・⑤�⑥は外傷に関係する｡
・①�②�③の組み合わせがもっ
とも転倒に関連した｡�����ら

(1995)
・向精神薬と再転倒の関連
・ナーシングホームの高齢者282名 (65
歳以上�歩行可)
・前向き調査�１年間 ①75歳以上�②日常生活動

作に４つ以上の介助が必要�
③バランス障害�④問題行
動�⑤向精神薬の服用 また認知症と鬱病の群に分け

ると�向精神薬を使用する者は
使用しない者の約２倍のリス
クがあった���������

(2003)
・ナーシングホームの質評価および危
険因子との関連
・ナーシングホーム
・������������������������������� 転倒に関する特性としては�

｢新規入居者が過去30日間に転
倒した割合｣ で施設の質の評
価をする｡����ら

(2004)
・認知症患者の向精神薬の量と転倒の関連
・認知症高齢者537名 (プラセボ群22�3
％�向精神薬0�5������群18�0％�1�0������群12�7％�2�0������群27�3％)
・12週間の調査

重度の徘徊では�向精神薬1�0��群の転倒リスクは低く�軽
度の徘徊で2�0��群のリスクは
高い｡��������ら

(2004)
・不安による活動量の低下と筋力低下
との関連
・地域高齢者225名 (男性94名�女性131
名�61～92歳)
・身体機能検査�前向き研究�１年間 ①転倒不安�②不安による

活動量の低下�③高齢者�
④女性

・①�②は１年以内の転倒を予
期していた｡�������ら

(2005)
・女性高齢者に有効な転倒リスクアセ
スメント
・地域高齢者984名 (75歳以上の女性)
・身体機能テスト�認知機能テスト�視
力検査等

①転倒歴�②向精神薬転倒
歴�③バランス機能低下�
④歩行障害�⑤向精神薬�
⑥片足立ち不可�⑦高齢�
⑧女性

身体機能テストは容易ではな
いため�病歴�片足立ち�認知
機能がリスクアセスメントに
は適している｡�������ら

(1988)
・地域高齢者の転倒要因
・地域高齢者336名 (75歳以上)
・１年間の前向き調査

①鎮静剤の服用�②認知障
害�③下肢の障害�④手掌
顎反射�⑤バランス障害�
⑥歩行障害�⑦足問題 重大な足問題(中等度以上の腱

膜症�足趾の変形�潰瘍�爪の
変形)を持つ者の転倒リスクは
２倍以上｡��������ら

(2004)
・アルツハイマー型認知症と転倒の関係
・地域高齢者326名 (アルツハイマー型
認知症)
・過去２週間の調査 (薬剤の量�認知機能等) アルツハイマー型認知症 アルツハイマー病における転

倒リスクは�問題行動や薬剤の
服用�認知度や活動機能よりも
年齢が高かった｡����ら

(2005)
・パーキンソン病と骨密度と転倒の関係
・地域高齢者男性5995名 (65歳以上�歩
行可能)
・���������骨密度の検査 パーキンソン病 パーキンソン病と骨密度の低

さに関連があった｡ パーキン
ソン病患者は転倒リスクが2�9
倍になる｡����ら

(2005)
・薬剤と転倒の関連
・地域高齢者2854名

①向精神薬の服用�②非定型
抗精神薬の服用�③ベンゾジ
アゼピン系睡眠薬の服用

表１ 転倒の要因 (つづき)
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信頼性・妥当性が高く�各国で使用されている主要
な３つの転倒アセスメントツールは���������������
(���)� �������� �� ���� ���� ����� (����)���������� ���� ���������������� ������� ����������������� (��������) で あ る ｡ わ が 国 で も 泉

ら14) 15) 16) 17)�鈴木ら50) が転倒リスクアセスメントツー

ルを開発している｡ しかし�これらのツールに示され
たアセスメント項目が完全に一致しているわけではな

い｡ また�同じアセスメント項目であっても�影響力
の大きさを示す重み付けの程度に違いがあるなど�標

準化には至っていない｡

３. 転倒予防への看護介入 (表３)

再転倒予防に焦点を当て�１回目の転倒後�その要
因の解明やその後の予防的・治療的介入をしたもの46)�
医師・看護師・理学療法士・介護福祉士など多領域の

専門分野にわたる介入を行ったもの44) 56)�スタッフ自
身が実際の転倒予防トレーニングを受けて�日々のケ
アにあたるもの43)�転倒スクリーニングテストや各種
検査を取り入れて客観的に評価し�転倒リスクに対す

��
発表者
(発表年) 目的／研究デザイン／施設・対象／期間 転倒要因 備考�����ら
(1996)

・転倒リスク要因と外傷の程度との関連
・郊外の地域高齢者979名 (男性377名�
女性602名)

①歩行障害�②ジギタリス
剤の服用�③��ブロッカー
の使用�④下肢筋力低下�
⑤歩幅縮小�⑥末梢循環改
善薬�⑦神経経路逸脱�⑧
抗炎症剤の服用�⑨足の変
形�⑩持続型抗鬱剤の服用����ら

(2001�) ・足問題�バランス機能�機能的活動と
転倒の関連
・地域高齢者135名 (平均年齢79�8±4�1歳)
・����������� ������姿勢安定性�階
段昇降�６�歩行時間�視力�知覚�筋
力等の検査

①足問題�②安定性�③バ
ランス機能�④階段昇降�
⑤歩行速度

対象者の87％に足問題があり�
男性より女性が多く�２回以上
の転倒経験者にも多かった｡
足問題があると�安定性�バラ
ンス機能�階段昇降�歩行速度
などに影響を及ぼす｡����ら

(2001�) ����ら (2001�) と同じ 女性は足の痛みや外反母趾�足
趾病変などがあった｡ これら
はバランス機能に影響するた
め�足の痛みがあれば早期に治
療を行うべきである｡����ら

(2005)
・足及び足首の特徴�感覚運動機能�バ
ランス機能･機能活動性の関連を調査
・地域高齢者176名 (男性56名�女性120
名�平均年齢80�1±6�4歳)
・足首の可動域�感覚運動機能テスト�
バランス機能等の検査

足首のしなやかさ�足底感覚�
足趾把持力がバランス機能に
関係する｡����ら

(2006�) ・足及び足首の特徴と転倒の関連
・対象は����ら (2005) と同じ
・前向き調査�１年間 ①足首のしなやかさ�②重

度の外反母趾�③足底感覚
低下�④足趾把持力�⑤足
の痛覚が低下����ら

(2006�) ・履物の特徴と転倒の関連
・対象は����ら (2005) と同じ
・前向き調査�１年間 裸足またはソックスのみ 転倒の有無において�屋内外の

履物の特徴に大きな違いはみら
れなかった｡ 転倒予防のために
屋内でも靴を使用した方がよい｡��������ら

(2004)
・履物と転倒の関連
・健康高齢者1371名 (65歳以上) のうち�
転倒群327名�非転倒群327名
・ケースコントロールスタディ�２年間 裸足またはストッキングの

み
スニーカー (運動靴) は転倒
リスクが少ない｡

甲斐ら
(2007)

・変形性膝関節症と足把持力
・変形性膝関節症高齢者14名�健常高齢
者14名

変形性膝関節症 変形性膝関節症群は健常群に
比べ�足把持力・片足保持時間
が有意に低い｡

半田ら
(2004)

・足趾把握筋力と立位姿勢調整
・足趾把握筋力と握力�開眼片足保持時
間�上肢前方到達距離および10�歩行
時間の測定

①足趾把握筋力�②握力�
③開眼片足保持時間�④上
肢前方到達距離�⑤10�歩
行時間

足趾把握筋力は立位保持や前
傾への体制などの平衡調整に
影響し�高齢者の転倒対策に応
用可能｡

表１ 転倒の要因 (つづき)
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るケアプランを作成したもの９) など�転倒予防に対し
てさまざまな介入がなされていた｡ 介入の評価につい

ては�介入群の転倒率や受傷率が有意に減少していた
ものもあったが�転倒率に差はなくても�入院期間が
有意に少なかったなどの報告もあった｡

表３では主に総合的なケアプログラムに関するもの

を挙げたが�他にも足の痛みの緩和やフットケア�足
趾把持力トレーニングなどの ｢足部への介入｣ や�太
極拳やバランス運動�移動動作に関わる上・下肢筋力
の増強などの ｢運動介入｣ などもある｡

４. 看護における問題点と今後の課題

転倒要因と効果的介入に関する知見は�主に�事故
報告ならびにヒヤリ・ハット報告の集計と事例検討に

より導き出されており�高齢者の転倒は�夜間を含む
24時間の生活行動に関連したものであり�疾患や薬剤�
身体機能の変化・低下や歩行障害�判断・認知機能の
低下などとの関連が指摘されていた｡ ｢転倒歴｣ ｢精神・

認知障害｣ ｢関節可動性・歩行障害｣ ｢排泄状態と排尿

パターンの変化｣ ｢向精神薬・利尿剤・降圧剤等の薬

剤の使用｣ ｢病床周囲の環境｣ 等が転倒の要因として

実証されている他�十分な知見が得られていないが�
｢ケア要員｣ など看護体制と発生率との関連が示唆さ

れていた｡ このように�転倒要因の種類は概ね明らか
にされており�予防策についても�転倒ハイリスク患
者に対する日々の病床環境チェックによる環境整備や�

��
発表者
(発表年) 目的／研究デザイン／施設・対象／期間 転倒要因 備考�����ら
(1989)

・��������������(���) の開発
・急性期病院
・転倒者100名�非転倒者100名 ①転倒経験�②合併症�③

補助具の使用�④静脈内注
射法／へパリンロック�⑤
歩行レベル�⑥精神状態 ���を用いて急性期･外科病棟�

長期療養型施設�リハ病棟の３
群2689名を対象に転倒リスク要
因とパターンを分析｡ 急性期型
は入院期間中に転倒リスクパター
ンが変化したが�長期型は転倒
リスクが高い状態が続き�パター
ンも変化しなかった｡��������ら

(2003)
・�����������������������(����
Ⅱ) の開発
・急性期病院
・転倒者355名�非転倒者780名 ①混乱／見当識障害�②抑

うつ�③排泄様式の変化�
④めまい�⑤初期癌�⑥混
乱�⑦可動性の変化������ら

(1997)
・������������� ����������������������������������������(��������)
の開発
・転倒者116名�非転倒者116名 ①転倒経験�②興奮してい

る�③視力障害�④頻尿�⑤
移動�⑥可動スコアが３��
４ (５点満点)

その後�217名および331名の患
者に調査し�信頼性・妥当性を
確認した｡������ら

(1999)
・�����������の開発
・急性期病院1168名 (74±11�3歳)
・11か月間の前向き研究

①転倒経験 (過去３カ月以内)�
観察 (②判断�安全性の認識
の障害�③興奮�④歩行障害
など)�⑤めまいの有無�⑥ト
イレへ行く途中での失禁������

(1990)
・����������������������の開発
・ケースコントロール研究 (転倒者102
名�非転倒者102名)・前向き研究 (入
院患者334名)

①可動性�②知的活動�③
排泄�④転倒経験�⑤最近
使用している薬剤

看護計画と併用するアセスメン
トツール｡ ツールでは�ケアプラ
ンの使用�高リスク者へのラベル
使用�ケア評価などを用いた｡

泉ら
(2001��
2001��
2003�
2006)

・入院高齢者用転倒リスクアセスメン
トの開発
・前向き研究
・入院高齢者２施設1184名 (入院時454
名�１か月ごと730名)
・回復期リハビリテーション病棟 (216
名のうち転倒者36名)
・特定機能病院 (4484名のうち転倒者66名)

①転倒経験�②知的レベル�
③視力障害�④排泄介助�
⑤移動レベル (自立／補助
具歩行／車椅子)�⑥トリガー�
⑦ナースの直感

リハビリテーション病棟では�
転倒者の転倒要因として高次
脳機能障害があった｡

鈴木ら
(2006)

・特定機能病院用リスクアセスメント
ツールの開発
・特定機能病院の外科内科病棟
・大学病院患者3912名 (転倒者218名�
非転倒者3694名)

①転倒歴�②歩行障害�③
歩行補助具の使用�④症状�
⑤精神症状�⑥見当識障害�
⑦徘徊�⑧排泄障害�⑨内
服薬

特定機能病院の外科内科病棟
では転倒群は非転倒群より高
齢であった｡ 多重ロジスティッ
ク分析では転倒歴・精神症状・
排泄障害・内服薬で転倒と有
意な関連がみられた｡

表２ 転倒リスクアセスメントツール
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夜間の照明�廊下のベンチや階段の手すりの設置など
の基本的なハード環境の整備などは�医療者側のコン
トロールによって防ぎうるエビデンスとして示されて

いる｡

その一方�個々の要因の影響の大きさや�要因間の
関連についての知見は十分に得られていなかった｡ 転

倒は患者の身体的・心理的傾向と医療要因が複雑に絡

み合って誘発されていると推察される｡ しかし�これ
までに特定された転倒要因は�転倒との直接的な因果
関係の特定はされているものの�要因間の関連や�直
接的な要因とさらにその背景にある根本的な要因との

関連など�転倒の構造化についての検討が十分ではな
く�転倒発生のメカニズムを総合的に捉え切れていな

い段階であると考えられる｡ そのため�これまで開発
された泉ら14) 15) 16) 17) や鈴木ら50) のアセスメントツール

や�日本看護協会推薦のツール49) はどれも似通った評

価項目で構成されている｡ これらは盛んに臨床に導入

されているが�効果的な活用に至らない現状にあると
推察された｡

例えば�転倒事故の７割が患者の自発的な行動によ
るものとされており�入院初期の排泄行動に伴う転倒
の原因の解析では�｢慣れない環境｣ ｢頻尿などの排泄
状態の変化｣ ｢不安定な排泄時の移動｣ ｢夜間の薄暗い

照明｣ などの要因に加え�｢患者の自立心や自尊心｣
｢看護師への遠慮｣ や�｢たぶん大丈夫だろうという誤っ
た自己判断｣ から�｢ナースコールを押さずに単独で

��
表３ 転倒予防への看護介入

発表者
(発表年)

目的／研究デザイン／
施設・対象／期間

介入の内容 評価��������ら
(2004)

・リハビリテーション病
棟患者825名 (介入群
275名�非介入群550名)
・12か月の介入

＜転倒ハイリスク者を中心とした多領域の専門分
野にわたる転倒予防介入＞
・�������転倒リスクアセスメントを用いた転倒
予防プログラムの実施 (ハイリスク者へのリス
トバンドの使用�内服薬の確認�環境整備など)
・多職種 (医師�看護師�作業療法士�介護福祉士
など) によるカンファレンス (週１回)

介入群は転倒者率�受傷
率が有意に減少した｡ 一
方�再転倒率�退院率に
おいては有意差はみられ
なかった｡���ら

(1997)
・老人施設利用者 (介入
群221名�非介入群261
名)
・12か月の介入

＜多領域の専門分野にわたる転倒予防介入＞
・環境の安全性(患者のベッド�床�照明などにつ
いてアセスメントし�対策する)
・車椅子の利用 (作業療法士が車椅子や姿勢につ
いてアセスメント)
・向精神薬の使用 (週に４種類以上の向精神薬を
内服する館患者をアセスメント)
・移乗と歩行 (移乗・歩行・起立性低血圧などを
アセスメントし�対象者やスタッフに指導) 介入群は転倒率が有意に

減少し�転倒による受傷
も少なかった｡���ら

(2005)
・112施設10�558名の長
期入院高齢者
・12か月の介入

＜転倒予防トレーニングを受けたスタッフによる
転倒予防介入＞
・スタッフが２日間の集中研修を受けたあと介入
・研修内容：安全な環境�車椅子・杖・歩行器の
安全な使用�向精神薬�移乗や歩行などについて 介入群と非介入群の転倒

受傷に差はなかった｡������ら
(2004)

・老人介護施設と老人病
院 (介入群16577名�
非介入群15951名)
・12か月の介入

＜転倒リスクスクリーニングと転倒予防ケアプラン＞
・転倒リスクスクリーニングテスト�視力検査�内
服薬�臥床及び立位の血圧�尿検査�移動動作�
環境のチェック�ベッドの高さ�安全な履物など
についてアセスメントし�ケアプランを立てる 介入群は転倒率が有意に

減少した｡����������
ら
(1990)

・長期療養施設の高齢者
(介入群：転倒から７
日以内の人79名�非介
入群81名)
・２年間の介入

＜転倒者に対する転倒原因�転倒リスクの解明及び
予防的･治療的介入 (再転倒へのアセスメント)＞
・転倒後７日以内にナースプラクティショナーに
よる転倒後のアセスメント後�主治医が内容を
検討し�治療の変更や介入を行う｡ 治療や介入
で改善可能なものは�危険な環境�起立性低血圧�
薬剤の副作用�歩行障害などであった｡ １年後�２年後の転倒率

での有意差はなし｡ ２年
間の追跡では�介入群は
入院期間が有意に少なく�
転倒や死亡率も少なかっ
た｡����ら

(2008)
・長期療養施設の高齢者
(転倒予防介入プログ
ラムの介入群31名�非
介入群20名)
・６ヶ月の介入

＜転倒リスクアセスメントツールを用いた転倒予
防介入＞
・転倒リスクアセスメントツールの該当項目をさら
にアセスメントし�リスクに応じた介入を行う｡
・スタッフにはセルフエフィカシースケールと社
会サポートスケールを実施した｡

転倒率の変化はなかった
が�介入群は有害な転倒
が41�9％から9�7％と有意
に減少した｡
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行動する｣ ことによって転倒が起こっていることが指

摘されている｡ ｢患者がナースコールを押さずに行動

してしまう｣ という現象の背景に�｢その必要性がわ
からない｣ ｢使い方がわからない｣ など多様な根本的

な原因が潜んでいると考えられる｡ 転倒を予防するに

は�根本原因への介入が必要である｡ そのためには�
患者の身体機能や医療要因などの現象だけでなく�患
者の行動パターンの背景にある性格特性や心理的傾向

などの真の要因を特定することが重要となる｡ 転倒の

直接的な引き金となる状態や行動と�それを引き起こ
す根本原因としての要因を構造化し�実用性の高いア
セスメントツールを開発し�その標準化を図ることが
必須である｡

よって�転倒転落事故の防止と軽減を図るためには�
転倒リスク要因のアセスメント項目の精選と重みづけ�
活用基準の明確化など�エビデンスのあるアセスメン
トツールとガイドラインの開発に繋がる臨床データの

構築が課題であると考える｡

先行研究の内容分析から�転倒予防に関する以下の
知見が明らかとなった｡ 転倒の直接要因として�｢転
倒歴｣ ｢精神・認知障害｣ ｢関節可動性・歩行障害｣

｢排泄状態と排尿パターンの変化｣ ｢睡眠安定剤・利尿

剤・降圧剤等の薬剤の使用｣ ｢病床周囲の環境｣ 等が

実証的に特定されている他�｢ケア要員｣ との関連が
推測されていた｡ また�病院内の設備などハード環境
の整備による効果も検証されていた｡ これらの知見を

もとに�転倒リスクのアセスメントツールが開発され�
臨床で盛んに使用されている実態があり�転倒予防に
一定の成果を上げているものと推測された｡

しかし�転倒リスク要因の影響の大きさや�要因間
の関連についての知見は不十分であり�直接要因とそ
の背後にある根本原因との関連の構造化も未整備であっ

た｡ 今後は�転倒発生のメカニズムを総合的且つ具体
的に捉えて�エビデンスのあるアセスメントツールと
ガイドラインの開発に繋がる臨床データの構築が課題

である｡
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